
 

平成１６年 ３月期   個別財務諸表の概要        平成１６年 ５月２８日 

会 社 名 株式会社ニレコ             登録銘柄 

コ ー ド 番 号 ６８６３                本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.nireco.co.jp） 
代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 大 田 吉 彦 
問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理部門長 

        氏    名 金 子 晃    ＴＥＬ（0426）42－3111 

決算取締役会開催日  平成１６年 ５月２８日  中間配当制度の有無  有 

定時株主総会開催日  平成１６年 ６月２５日  単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 

 

１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）   

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

16年 3月期 

15年 3月期 

百万円   ％

６,４４９ （ １１.４）

５,７９１ （△１４.４）

百万円   ％

１２９  （ ― ）

△３５１  （ ― ）

百万円   ％

２４３（ ― ）

△２６５（ ― ）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

16年 3月期 

15年 3月期 

百万円   ％ 

３００ （ ― ） 

△５８１ （ ― ） 

円  銭

２８ １９

△５９ ９４

円  銭

 ―  

―  

％

２.５ 

△４.７ 

％ 

１.９  

△２.０  

％

３.８ 

△４.６ 

(注)①期中平均株式数      16年 3月期  9,122,397株   15年 3月期  9,709,722株 

②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

16年 3月期 

15年 3月期 

円  銭

１０ ００ 

８ ００ 

円  銭 

４ ００  

４ ００  

円  銭

６ ００ 

４ ００ 

百万円

９０  

７５  

％ 

３５.５  

―   

％

０.７ 

０.６ 

 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

16年 3月期 

15年 3月期 

百万円 

１３,４７２   

１２,８６３   

百万円

１２,２１３  

１１,７６１  

％ 

９０.７  

９１.４  

円   銭

１,３５３ ５１ 

１,２６０ ７７ 

(注)①期末発行済株式数   16年 3月期  8,991,907株   15年 3月期  9,329,193株 

②期末自己株式数    16年 3月期   1,013,342株   15年 3月期   676,056株 

 

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

３,３００   

６,８００   

百万円

１５０  

３００  

百万円

９０  

２００  

円 銭

６ ００ 

――― 

円 銭 

――― 

 ６ ００ 

円 銭

――― 

１２ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) ２２円２４銭 

 
（注）業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実

際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想の

ご利用にあたっての注意事項につきましては、添付資料の７ページを参照してください。         



６【個別財務諸表等】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

資産の部   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  2,373,174  2,332,864

２．受取手形  752,099  732,201

３．売掛金 ※３ 2,039,381  2,414,556

４．有価証券  368,858  171,065

５．製品  715,673  885,915

６．半製品  327,980  453,134

７．材料  604,670  734,002

８．仕掛品  782,164  774,363

９．前払費用  84,968  85,134

10．繰延税金資産  118,890  142,305

11．関係会社短期貸付金  6,000  11,074

12．未収入金 ※３ 11,670  15,048

13．未収還付法人税等  3,050  56

14．その他  29,219  21,462

15．貸倒引当金  △17,525  △20,071

流動資産合計  8,200,278 63.7  8,753,114 65.0

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物  1,369,471 1,401,924 

減価償却累計額  △891,582 477,889 △930,652 471,272

２．構築物  59,380 59,380 

減価償却累計額  △48,580 10,800 △49,479 9,901

３．機械及び装置  182,278 182,338 

減価償却累計額  △137,988 44,289 △145,981 36,357

４．車輌及び運搬具  32,294 44,552 

減価償却累計額  △16,504 15,790 △23,135 21,417

５．工具器具及び備品  721,723 724,182 

減価償却累計額  △619,430 102,292 △622,758 101,423

６．土地  680,995  680,995

７．建設仮勘定  300  －

有形固定資産合計  1,332,357 10.4  1,321,367 9.8

(2)無形固定資産   

１．電話加入権  4,871  4,871

２．ソフトウェア  34,796  23,585

３．その他  20,400  20,400

無形固定資産合計  60,068 0.5  48,856 0.3



  
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券 ※５ 1,870,888  1,699,161

２．関係会社株式  326,710  271,365

３．出資金  21,328  206,064

４．関係会社出資金  －  40,000

５．従業員長期貸付金  135,205  152,131

６．関係会社長期貸付金  39,500  88,497

７．更生債権等  67,424  65,517

８．長期前払費用  7,748  6,945

９．繰延税金資産  393,542  336,004

10．敷金保証金  43,415  43,663

11．保険積立金  367,523  339,499

12．会員権等  66,459  66,304

13．その他  －  101,000

14．貸倒引当金  △68,508  △67,040

投資その他の資産合計  3,271,238 25.4  3,349,112 24.9

固定資産合計  4,663,663 36.3  4,719,337 35.0

資産合計  12,863,942 100.0  13,472,451 100.0

   

 



  
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

負債の部   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※３ 355,167  415,952

２．未払金  82,458  31,616

３．未払消費税等  －  13,457

４．未払費用  191,148  225,986

５．前受金  47,405  96,171

６．預り金  22,340  19,925

７．その他  14,299  26,485

流動負債合計  712,819 5.6  829,594 6.2

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  48,348  76,417

２．役員退職引当金  340,816  352,778

固定負債合計  389,164 3.0  429,195 3.2

負債合計  1,101,983 8.6  1,258,790 9.3

   

資本の部   

Ⅰ 資本金 ※１ 3,072,352 23.9  3,072,352 22.8

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  4,124,646 4,124,646 

資本剰余金合計  4,124,646 32.1  4,124,646 30.6

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  613,089 613,089 

２．任意積立金   

(1）買換資産圧縮積立金  148,969 149,108 

(2）別途積立金  3,800,000 3,800,000 

３．当期未処分利益  560,340 786,871 

利益剰余金合計  5,122,398 39.8  5,349,069 39.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 △200,457 △1.6  170,232 1.3

Ⅴ 自己株式 ※２ △356,982 △2.8  △502,640 △3.7

資本合計  11,761,958 91.4  12,213,661 90.7

負債資本合計  12,863,942 100.0  13,472,451 100.0

   



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  5,791,144 100.0  6,449,474 100.0

Ⅱ 売上原価   

(イ）製品売上原価   

１．製品期首棚卸高  951,938 715,673 

２．当期製品製造原価 ※2,4 3,714,368 4,276,715 

合計  4,666,307 4,992,389 

３．製品期末棚卸高  715,673 885,915 

４．他勘定振替高 ※３ 57,049 3,893,584 67.2 44,876 4,061,597 63.0

(ロ）工事費 ※1,2 463,011 8.0  497,035 7.7

売上原価合計  4,356,596 75.2  4,558,632 70.7

売上総利益  1,434,548 24.8  1,890,841 29.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．販売手数料  42,291 31,166 

２．販売資料費  39,429 35,361 

３．広告宣伝費  72,232 72,719 

４．運賃  95,858 115,695 

５．旅費交通費  134,284 135,162 

６．通信費  28,120 27,407 

７．交際費  11,823 12,025 

８．営業サービス費  32,399 13,263 

９．貸倒引当金繰入額  8,724 6,730 

10．役員報酬  136,766 133,960 

11．給与手当  403,622 397,029 

12．賞与  135,763 132,202 

13．役員退職引当金繰入額  26,096 26,976 

14．退職給付引当金繰入額  48,034 48,264 

15．福利厚生費  107,264 119,111 

16．減価償却費  26,889 24,962 

17．事務用品・図書費  28,779 18,635 

18．賃借料  52,446 53,323 

19．租税公課  8,201 8,160 

20．研究開発費 ※４ 153,156 145,924 

21．その他  193,854 1,786,041 30.9 203,250 1,761,335 27.3

営業利益  － －  129,505 2.0

営業損失  351,493 △6.1  － －



  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※２ 3,128 3,569 

２．有価証券利息  30,022 29,688 

３．受取配当金 ※２ 30,979 20,450 

４．投資有価証券売却益  － 47,096 

５．不動産賃貸収益 ※２ 22,224 18,196 

６．その他 ※２ 48,913 135,268 2.3 38,600 157,601 2.4

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  1,594 2,086 

２．棚卸資産除却損  1,575 5,567 

３．投資有価証券償還損  5,400 － 

４．投資有価証券評価損  15,979 3,105 

５．為替差損  － 2,481 

６．不動産賃貸費用  7,719 8,704 

７．投資組合損失  － 4,512 

８．その他  17,159 49,427 0.8 16,960 43,417 0.6

経常利益  － －  243,690 3.8

経常損失  265,652 △4.6  － －

Ⅵ 特別利益   

投資有価証券売却益  － －  96,760 1.5

Ⅶ 特別損失   

関係会社株式評価損  － 55,345 

投資有価証券評価損  167,552 － 

特別退職金  54,587 － 

棚卸資産除却損  161,661 383,801 6.6 － 55,345 0.8

税引前当期純利益  － －  285,105 4.5

税引前当期純損失  649,453 △11.2  － －

法人税、住民税及び事
業税 

 8,408 7,512 

法人税等調整額  △75,891 △67,483 △1.2 △22,567 △15,055 △0.2

当期純利益  － －  300,161 4.7

当期純損失  581,970 △10.0  － －

前期繰越利益  1,180,229  522,884

中間配当額  37,918  36,174

当期未処分利益  560,340  786,871

   



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成15年６月26日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年６月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   560,340  786,871 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．買換資産圧縮積立金取
崩額 

  2,354  149,108 

計   562,694  935,980 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  37,316  53,951  

２．役員賞与金  －  43,000  

（うち監査役賞与金）  ( －)  (3,000)  

３．任意積立金      

 (1)買換資産圧縮積立金  2,493  －  

 (2)別途積立金  － 39,810 100,000 196,951 

Ⅳ 次期繰越利益   522,884  739,028 

 

 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）子会社株式及び関連会社株式 (1）子会社株式及び関連会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 …………移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 

 ……決算日の市場価格等に基づく時

価法 

同左 

 （評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平

均法により算定。ただし、デリ

バティブ組込み型債券でデリバ

ティブ部分と債券部分の区分が

できないものについては、全体

を時価評価し評価差額は当期の

損益に計上しております。） 

 

 時価のないもの 時価のないもの 

 ……移動平均法による原価法 同左 

デリバティブ デリバティブ ２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 ………時価法 同左 

(1）製品 (1）製品 ３．棚卸資産の評価基準及び

評価方法 見込生産品……先入先出法による原

価法 

同左 

 受注生産品……個別法による原価法  

 (2）半製品・材料 (2）半製品・材料 

 …………先入先出法による原価法 同左 

 (3）仕掛品 (3）仕掛品 

 …………個別法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ４．固定資産の減価償却の方

法 ……定率法 同左 

  なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 ……定額法 同左 

  ソフトウェア（自社利用）の減価償

却方法は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

 

 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

（196,003千円）については５年によ

る按分額を費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

同左 

 (3）役員退職引当金 (3）役員退職引当金 

  役員の退職金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法 ７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項  消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

同左 

 

 



会計処理の変更 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準） ────── 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１日以後に

適用されることになったことに伴い、当事業年度から同

会計基準によっております。これによる当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

 

（１株当たり情報） ────── 

 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が

平成14年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表

から適用されることになったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準及び適用指針によっております。なお、こ

れによる影響については、「１株当たり情報に関する注

記」に記載しております。 

 

 

 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１．授権株式数     普通株式   39,400千株 ※１．授権株式数     普通株式   39,400千株 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわれた
場合には、これに相当する株式数を減ずることとなっ
ております。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行なわれた
場合には、これに相当する株式数を減ずることとなっ
ております。 

  
発行済株式総数   普通株式 10,005千株

  

  
発行済株式総数   普通株式 10,005千株

  

※２．当社が保有する自己株式の数は普通株式676千株で
あります。 

※２．当社が保有する自己株式の数は普通株式1,013千株
であります。 

※３．関係会社に対する主な資産・負債 ※３．関係会社に対する主な資産・負債 

  区分掲記したもののほか次のものがあります。    区分掲記したもののほか次のものがあります。 

  
売掛金 266,609千円
未収入金 4,483千円
買掛金 119,987千円

  

  
売掛金 284,287千円
未収入金 11,134千円
買掛金 145,328千円

  

４．受取手形割引高は310,230千円であります。 ４．受取手形割引高は277,116千円であります。 

※５．      ────── 
 

※５．貸付有価証券 
   貸付を行なっている株式30,024千円が含まれており

ます 

６．       ────── 
 
 

６．(配当制限) 
有価証券の時価評価により、純資産が170,232千円

増加しております。 
なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の規定に
より、配当に充当することが制限されております。 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．工事費は、当社製品の据付及び試運転等にかかる費
用であります。 

※１．         同左 

※２．関係会社に係る注記 ※２．関係会社に係る注記 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは、次
のとおりであります。 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは、次
のとおりであります。 

  
当期製品製造原価 
（主に材料仕入） 

935,165千円 

工事費 83,580千円
受取利息 745千円
受取配当金 22,978千円
不動産賃貸収益 18,996千円
営業外収益その他 18,379千円

  

  
当期製品製造原価 
（主に材料仕入） 

1,119,062千円 

工事費 98,845千円
受取利息 671千円
受取配当金 11,494千円
不動産賃貸収益 14,968千円
営業外収益その他 24,339千円

  

※３．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

  
営業サービス費 26,035千円
広告宣伝費 12,301千円
棚卸資産除却損 15,086千円
その他 3,625千円

  

  
営業サービス費 9,747千円
広告宣伝費 27,955千円
棚卸資産除却損 2,224千円
その他 4,949千円

  

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

  
一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 654,416千円

  

  
一般管理費及び当期製造費用に
含まれる研究開発費 606,300千円

  

 

 

 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車輌及び運搬
具 

33,116 22,103 11,012

工具器具及び
備品 

115,048 48,670 66,378

合計 148,164 70,773 77,391

  

  

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車輌及び運搬
具 

23,929 11,585 12,344

工具器具及び
備品 

162,537 63,661 98,876

合計 186,466 75,246 111,220

  
（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 30,674千円

１年超 46,716千円

合計 77,391千円
  

  
１年内 38,510千円

１年超 72,709千円

合計 111,220千円
  

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。 

（注）         同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 34,047千円

減価償却費相当額 34,047千円
  

  
支払リース料 40,028千円

減価償却費相当額 40,028千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）及び当事業年度（自 平成15年４月１日 至 

平成16年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

  
 （単位：千円）

繰延税金資産 

繰越欠損金 457,401

貸倒引当金限度超過額 13,486

賞与引当金限度超過額 59,492

退職給付引当金限度超過額 19,822

有価証券評価損否認 66,241

役員退職引当金否認 145,670

会員権等評価損否認 38,782

その他有価証券評価差額金 82,187

その他 2,929

繰延税金資産小計 886,015

評価性引当額 △269,905

繰延税金資産計 616,109

繰延税金負債 

買換資産圧縮積立金 △103,676

繰延税金負債計 △103,676

繰延税金資産の純額 512,433
  

  
 （単位：千円）

繰延税金資産 

繰越欠損金 200,092

貸倒引当金限度超過額 14,317

賞与引当金限度超過額 76,965

退職給付引当金限度超過額 31,331

有価証券評価損否認 62,719

役員退職引当金否認 144,638

会員権等評価損否認 38,782

その他 2,503

繰延税金資産小計 571,349

評価性引当額 △36,347

繰延税金資産計 535,001

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △56,691

繰延税金負債計 △56,691

繰延税金資産の純額 478,309
  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異発生原因の主な内訳 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

 税引前当期純損失となったため記載しておりません。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （％）

法定実効税率 42.0

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
1.8

受取配当金等永久の益金に算入され

ない項目 
△2.3

法定実効税率変更による影響額 2.1

住民税均等割 2.6

評価性引当額 △53.2

その他 1.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △5.4
 

 

３．法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 前連結会計年度（平成15年3月31日） 

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、当事業

年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるものに限る。）に

使用した法定実効税率は、前事業年度42.0％から41.0％に変更しております。その結果、繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）が11,130千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が同額増加して

おります。 

 



（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成14年4月１日 
至 平成15年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年4月１日 
至 平成16年3月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,260円77銭

１株当たり当期純損失 59円94銭

  

  

１株当たり純資産額 1,353円51銭

１株当たり当期純利益 28円19銭

  
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。なお、これによる影

響はありません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 （注）１株当たり当期純利益金額および1株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成14年4月１日 
至 平成15年3月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年4月１日 
至 平成16年3月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は純損失金額   

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △581,970 300,161 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 43,000 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失(△)（千円） 
△581,970 257,161 

期中平均株式数（千株） 9,709 9,122 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

 



７ ． 役 員 の 異 動  

 
（１） 代表者の異動 

取締役会長  大田吉彦（現 代表取締役社長） 
代表取締役社長  山田秀丸（現 代表取締役専務取締役） 

（２） 退任予定取締役 
久保田勝寿（現 取締役会長） 

（３） 退任予定監査役 
木村 淳（現 非常勤監査役） 

（４） 就任予定日 
平成１６年６月２５日 
 
なお、久保田勝寿は退任後、当社最高顧問に就任の予定です。 
 

以  上 
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